横浜市認知症介護実践リーダー研修受講料補助金交付要綱

制定　平成25年７月８日　健介事第276号（局長決裁）
最近改正　平成28年５月６日　健介事第125号（局長決裁）

（目的）
第１条　この要綱は、介護事業所の従業者が横浜市認知症介護実践研修実施機関指定要綱（平成21年７月15日健事第169号）に基づき指定を受けた研修実施機関（以下「指定研修実施機関」）が実施する横浜市認知症介護実践リーダー研修の受講料を補助することにより、事業所において高い専門性で良質な認知症ケアの提供が期待でき、もって、サービスの質を向上させるとともに、地域包括ケアの実現に資することを目的とする。
２　本補助金の交付については、横浜市補助金等の交付に関する規則（平成17年11月30日横浜市規則第139号。以下「補助金規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。

（補助の対象）
第２条　この要綱に基づく補助の対象は、訪問介護事業所、通所介護事業所、地域密着型通所介護事業所、認知症対応型通所介護事業所、小規模多機能型居宅介護事業所、認知症対応型共同生活介護事業所及び看護小規模多機能型居宅介護事業所に勤務している者のうち、以下の要件をすべて満たす者とする。
(1)　横浜市認知症介護実践リーダー研修を修了した後に、所属する事業所等における認知症介護の質の向上に向け中心となることが見込まれる者
(2)　所属する事業所が所在する区役所及び地域ケアプラザに認知症介護実践リーダー研修修了者として連絡しても差し支え無い者
(3)　認知症介護指導者養成研修を受講する意欲のある者

（補助事業者の範囲）
第３条　この要綱における補助事業者は、第２条第１項に規定する者を雇用している市内事業者とする。ただし、補助の対象となる場合とは、介護事業所の従業者が横浜市認知症介護実践リーダー研修を受講し修了する場合に限る。

（補助対象経費）
第４条　この要綱において、補助の対象となる経費は、指定研修実施機関が実施する横浜市認知症介護実践リーダー研修の受講料とする。

（補助金の額）
第５条　補助金の申請１件あたりの補助金額は、補助対象経費と55,000円を比較して少ない額とし、予算の範囲内とする。
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（交付の申請）
第６条　補助金規則第５条第１項の規定により市長が定める補助金交付申請書の提出期限は、指定研修実施機関が定める認知症介護実践リーダー研修修了日の20日前までとする。
２　補助金規則第５条第１項の規定により補助金の交付を受けようとする者が提出する書類は、横浜市認知症介護実践リーダー研修受講料補助金交付申請書（第１号様式）を用いなければならない。
３　補助金規則第５条第２項の規定により、市長が必要と認める補助金交付申請書への添付書類は、次に掲げる書類とする。
(1)　横浜市認知症介護実践リーダー研修の受講決定通知書の写し
(2)　横浜市暴力団排除条例（平成23年12月横浜市条例第51号。以下「暴排条例」という。）第８条の規定に基づく役員等氏名一覧表（第９号様式）
(3)　委任状（第２号様式）
４　補助金規則第５条第３項の規定により、市長が補助金交付申請書への記載又は添付を省略させることができる事項及び書類は、同規則第５条第２項第１号から第４号に規定する書類とする。

（請求等の委任）
第７条　補助金の交付を受けようとするものは委任状（第２号様式）を添付することにより、横浜市認知症介護実践リーダー研修の受講料補助金交付に係る実績報告、請求、受領及び返還に関する手続きを指定研修実施機関に委任することができる。

（変更届）
第８条　補助金規則第７条第１項の規定に定める事業の変更等の承認申請を行うときは、横浜市認知症介護実践リーダー研修受講料補助金変更等承認申請書（第３号様式）を用いなければならない。
２　前項による申請を承認することを決定したときは、横浜市認知症介護実践リーダー研修受講料補助金変更等承認書（第４号様式）により行うものとする。

（交付決定通知）
第９条　補助金規則第８条の規定による補助金交付決定通知は、横浜市認知症介護実践リーダー研修受講料補助金交付決定通知書（第５号様式）（以下、「決定通知書」という。）により行うものとする。

（申請の取下げの期日）
第10条　補助金規則第９条第１項の規定により市長が定める補助金交付申請の取下げの期日は、申請者が決定通知書の交付を受けた日の翌日から起算して10日以内の日とする。

（実績報告）
第11条　補助金規則第14条第１項の規定により指定研修実施機関が市長への報告に用いる書類は、横浜市認知症介護実践リーダー研修受講料補助金実績報告書（第６号様式）とし、研修が終了した日の翌日から起算して10日以内に提出しなければならない。
２　補助金規則第１４条第４項の規定により、市長が実績報告書への添付を省略させることができる書類は、同規則第１４条第１項第１号から第５号に規定する書類とする。
３　補助金規則第１４条第１項第６号の規定により、市長が必要と認める書類は、次に掲げる書類とする。
(1)　横浜市認知症介護実践リーダー研修修了証明書の写し

（補助金額の確定通知）
第12条　補助金規則第15条の規定による補助金確定の通知は、横浜市認知症介護実践リーダー研修受講料補助金確定通知書（第７号様式）により行うものとする。

（補助金交付の請求）
第13条　補助金規則第18条第1項の規定による補助金の交付の請求は、横浜市認知症介護実践リーダー研修受講料補助金請求書（第８号様式）により行うものとし、横浜市認知症介護実践リーダー研修受講料補助金確定通知書（第７号様式）の交付日の翌日から起算して10日以内に提出しなければならない。

（補助金の返還等）
第14条　市長は、次のいずれかに該当した場合は、補助金の交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を補助事業者等に求めることができる。
(1)　この要綱に従って補助事業等が行われなかったとき。
(2)　補助事業等の成果が、補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に適合しないとき。
(3)　補助金交付を受ける権利を第三者に譲渡し、又は担保に供したとき。

（暴力団の排除）
第15条　市長は、暴排条例第８条の規定に基づき、以下の排除措置を講じるものとする。
２　補助事業者等が次の各号のいずれかに該当する場合は、この要綱に定める他の規定にかかわらず、補助金を交付しないものとする。
(1)  暴排条例第２条第２号に規定する暴力団
(2)  補助事業者等の役員等に、暴排条例第２条第３号に規定する暴力団員に該当する者があるとき。
３　市長は、第９条の交付決定を受けた補助事業者等が前項のいずれかに該当する場合は、交付決定の全部又は一部を取り消すことができるものとする。
４　市長は、必要に応じて補助事業者等又はその役員等が本条第２項各号のいずれかに該当するか否かを、神奈川県警察本部長に対して確認することができるものとする。
５　前項の確認にあたり、補助対象事業者等は役員等氏名一覧表（第９号様式）を提出しなければならない。

（関係書類の保存期間）
第16条　補助金規則第26条の規定により市長が定める関係書類の保存期間は、５年とする。

（委任）
第17条　この要綱に定めるもののほか、この実施に関し必要な事項は、健康福祉局長が定める。

　　　附　　則
　この要綱は、平成25年７月８日から施行し、平成25年度の予算に係る補助金等から適用する。
　　　附　　則
　この要綱は、平成28年　月　日から施行する。
